エネルギーによる液状化判定法とFL法との比較-種々の地震動・地盤条件での検討- by 三森 祐貴
 エネルギーによる液状化判定法と FL 法との比較 
―種々の地震動・地盤条件での検討― 
Energy-Based Liquefaction Potential Evaluation compared with FL-Method 
- Case Studies on Various Earthquake Motions and Soil Conditions - 
 
土木工学専攻 36 号   三森 祐貴 
MIMORI Yuki 
 
1．はじめに 
液状化判定法は以前より力の釣り合いに基づ
いた FL 法により行われてきた．一方，液状化発
生には地震時のくり返しせん断により地盤内部
で失われる損失エネルギーが密接に関わってい
るため，エネルギー法による液状化判定も以前よ
り提案されてきた 1)．本研究ではエネルギーによ
る簡易液状化判定法の可能性を検討するために，
異なる地震動を地盤モデルに入力し FL 法との比
較・検討を行う．さらに実際に液状化した地盤に
地震波を入力し，エネルギー法と FL 法により液
状化判定を行い，実際の液状化挙動との対比から
それら判定法の適用性と特徴を調べる． 
2．液状化判定法 
2.1 FL法 
FL 法では N1値から算定する液状化抵抗比 R と
繰返しせん断強度比 Lとの比 FL=R/Lが 1.0より小
さい場合に液状化発生と判断する．その際，砂層
の静止土圧係数を K0=0.5と仮定し，せん断強度比
L=rn Lmax=rn τmax⁄(σv')=τ0⁄(σv')に関わる最大応力振幅
τmax から等価応力振幅 τ0 を算出する．低減係数
rn=τ0⁄τmax については，式(1)により地震マグニチュ
ード Mから決めることとする 2)． 
  rn=0.1(M-1)     (1) 
rn は通常どおり rn=0.65(M=7.5)に設定した場合と，
式(1)より地震マグニチュードから算出した場合に
ついて検討した． 
2.2 エネルギー法 
前述の FL法での液状化判定と同じ地盤条件，同
じ地震動により，エネルギー概念に基づいた液状
化判定を試みた．エネルギー法による液状化判定
においては，砂地盤の液状化発生に必要な単位体
積当たり（累積）損失エネルギーΔWに対して，地
震波によりどれだけの上昇エネルギーEu が単位面
積当たりに供給されるかを検討することになる 3）． 
ここでは液状化発生の基準化損失エネルギー
ΔW/σc'から対応する基準化ひずみエネルギーW/σc'
を求め，これと上昇エネルギーEu とを比較するこ
とにより液状化の発生を判断する． 
エネルギー法による液状化判定の具体的手順は
以下の通りである． 
① 地盤を厚さ 1mの水平層に分割し，各層の N1
値から RL を求め，基準化損失エネルギー
ΔW/σc'を求める． 
② さらに ΔW/σc'に対応した基準化ひずみエネル
ギーW/σc'を算定する． 
③ 各要素の有効上載圧 σv'からσc
' =(1+2K0)σv
' /3と
し，厚さ H の各要素の WH を算定する。 
④ 各要素について，液状化エネルギー容量 WH
と地震波上昇エネルギー最終値 Euf の比
WH/Eufを計算し，その値が小さい要素ほど早
く液状化し易いと考え，各要素に i=1, 2, 3, ---
の番号付けをする．その順に各要素の WH/Euf
の値を加え合わせ，その累計（累積エネルギ
ー比と呼び AERと表す）が 1.0に達するまで
の要素が液状化すると考える． 
3．均質地盤モデルでの地震動による比較 
3.1 地盤・地震条件 
エネルギー法を応力法（FL法）と単純な条件の
下で比較検討するため，工学基盤上の層厚 10mの
砂の均質地盤を厚さ 2mで上から L1～L5層に分割
し，標準貫入試験の補正 N 値が N1=8 となるモデ
ルを設定する．地下水面は地表から 2mの深さで，
不飽和の L1の湿潤密度を ρt=1.8 t/m
3，L2~5 の飽和
密度を ρsat=1.9 t/m
3とする．深度に対する N値の変
化は N1の値から以下の式(2)より逆算し，S波速度
は道路橋示方書に掲載された以下の経験式(3)で N
値より計算する． 
  N1=1.7N/( σv
' p
0
⁄ +0.7)    (2) 
    Vs=80N
 1 3⁄
              (3) 
なお各層ごとに Vsは一定値とし，それぞれの中間
深度での値を当てはめている． 
等価線形解析に用いるせん断剛性 Gと減衰定数
の ひ ず み 振 幅 依 存 性 D に つ い て は ，
Hardin-Drnevich モデルを変形した式(4)を用いた 3）． 
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ここに，G0=初期せん断剛性，γr=指標ひずみ，D0=
初期減衰定数 (D0=0.02)，Dmax＝最大減衰定数
(Dmax=0.28)，α, β=ベキ定数(α=0.83，β=1.44)である．
  
 
指標ひずみ γr は平均主応力σm
' に応じγ
r
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'  0.5によ
って変化させた．ここでは地震動の継続時間や卓
越振動数が液状化発生にどのような影響を及ぼす
かを検討するために，最大加速度が 150gal程度の
4 つの地震動（東北地方太平洋沖地震の 2 地点を
それぞれ M9.0Y，M9.0T と表し，新潟県中越地震
の 2 地点をM6.8N，M6.8G と表す）を入力し，液
状化判定を行った． 
3.2 FL法による液状化判定 
図-1 に FL 法による液状化判定結果をまとめて
示している．これより，3つの地震動で FL値が 1.0
前後と似たような傾向があることが分かる．これ
は最大加速度がいずれも 150galと近い値にあるこ
とが原因だと考えられる．FL 値の深度分布から，
東北地方太平洋沖地震のものは深くなるほど FL
値が小さくなる傾向があるのが見てとれるのに対
し，新潟県中越地震のものは浅い深度のほうが液
状化しやすい傾向となった．これは東北地方太平
洋沖地震が長周期地震動のため深部にまで地震動
の影響が出たのだと考えられる． 
3.3エネルギー法の結果と FL法との比較 
表-1 には今回解析を行った地震動の FL 法とエ
ネルギー法による判定結果の比較を示している．
FL法では液状化強度比 R， 2つの応力低減係数 rn
に対応した地震時せん断応力比 L，その比の FLを
示している．エネルギー法では H=1m の水平要素
ごとの WH と Eufの値とこれらの比(%)，それらの
累積値(%)AER，さらに液状化の順番を示している．
また，液状化対象層ではない地下水面より上部は
除外している．これより，地震動のうち M9.0Y が
最も液状化し易く，rn=0.80 とした FL 法とエネル
ギー法のいずれでも全層が液状化し，M6.8N では
いずれの方法でも液状化しない結果となる．この
ように FL 法とエネルギー法の判定結果は大まか
には類似の傾向となることが分かる． 
新潟中越地震のM6.8Nの観測波形については両
判定法ともに液状化が全く生じない結果となった
ため，この地震動に限って加速度を約 3 倍にスケ
ールアップし，再び液状化判定した結果を表-1(c)
に示している．これより，FL 法では rn=0.65 だけ
でなく，rn=0.58とした場合にもかなり深部まで同
程度に液状化するのに対しエネルギー法では浅い
部分のみに限られ，判定結果に大幅な違いが表れ
る． 
このように 2 つの判定法は大枠で整合している
面もあるが，加速度が大きい割には上昇エネルギ
ーの小さな短周期の卓越した地震動では両者の不
一致が目立ってくる．また均質地盤においては，
液状化が発生しやすい深度は FL 法では地震動の
卓越振動数によって変化するのに対し，エネルギ
ー法では常に浅い方が先に液状化しやすい傾向が
見られる． 
4．千葉県浦安市地盤での比較検討 
4.1 地盤・地震条件 
対象としたのは元町の浦安市役所（液状化の形
跡なし）と，新町の高洲小学校校庭（液状化の形
跡あり）で，前者では防災科研（NIED）の所有す
る K-NET浦安の地表波形，後者では東京大学地震
研が設置した埋設型地震計（GL-14m）の波形を用
いた． 
等価線形解析に用いるせん断剛性 Gと減衰定数
D のひずみ依存性については式(4)を用い，砂質土
（B，F，As1）については D0=0.02，Dmax=0.28，α=0.83，
β=1.44，粘性土（Ac，Nac）については D0=0.03，
Dmax=0.16，α=0.87，β=1.43 と設定した
5)． 
 
図-1 FL値と深度の関係 
(a)：東北地方太平洋沖地震，(b)：新潟県中越地震 
 
表-1 FL法とエネルギー法の比較 
 
 
  
 
4.2  FL法による液状化判定 
図-2 に FL 法による液状化判定結果をまとめて
示している．浦安市役所について rn=0.65を適用す
ると，B2，As1 層ともに一部の深度で液状化する
可能性があり， rn=0.80（M=9.0）を適用した場合
についてはさらにその可能性が高まる．高洲小学
校では rn=0.65を適用すると B2，F，As1層で液状
化し， rn=0.80 の場合にはほぼすべての深度で液
状化することになる．また，これらの FL値の深度
分布から式(5)により PL値を計算した． 
 PL= ∫ (1-FL)(10-0.5x)dx
20
0
   (5) 
rn=0.80の場合に浦安市役所と高洲小学校それぞれ
で PL=7.3，PL=30.7 となり，やはり後者の方が液状
化の程度は激しいという結果になる．  
4.3  エネルギー法の結果と FL法との比較 
表-2(a)，(b)には表-1 と同様の形式で浦安市役
所と高洲小学校での FL 法とエネルギー法による
判定結果の比較を示している．これより，浦安市
役所ではエネルギー法と FL 法でほぼ同じ深度の
B2，As1 層で液状化の可能性が認められる．高洲
小学校でも両判定法でほぼすべての層で液状化す
る類似の傾向が見られる．さらに，両方法ともに
高洲小学校の方が浦安市役所より液状化の程度が
激しいことも整合している． 
図-3 には 2 地点の同一深度ごとに FL 値と
WH/Euf の対応関係を示している．既述のようにエ
ネルギー法ではエネルギー比WH/Eufが小さい要素
ほど早く液状化しやすいと考えることが出来る．
両地点ともに大まかには FL 値が大きいほど
WH/Eufも大きい右上がりの関係になっており，FL
法で液状化しやすい深度はエネルギー法でも液状
化しやすい全体的傾向が確認できる． 
これらの液状化判定結果を実際に生じた液状化
実態と比較する．高洲小学校のある浚渫埋立した
中町・新町では液状化被害が発生し，浦安市役所
のある元町では被害が発生しなかったことから，
浚渫埋立 F 層が液状化の主要因と考えられる．一
方，両地点に存在する As1 層については元町で液
状化発生が確認されていないことから，今回液状
化しなかった可能性が高い．しかし，いずれの液
状化判定結果からも As1 層で液状化するかなりの
層厚があることになり，実際の液状化履歴との整
合性については疑問が残る． 
5．北海道北見市端野町地盤での液状化判定 
5.1 地盤・地震条件 
十勝沖地震は 2003 年 9 月 26 日に発生し，北海
道襟裳岬東南東沖深さ 45kmを震源としたM8.0の
地震動で，震源に近い太平洋沿岸域を中心に港湾
構造物やライフライン施設に液状化被害が生じた． 
対象としたのは北見市端野町で，スウェーデン
式サウンディング試験（SWS）により図-4に示す
多数の点で調査を行った 6) ．そのうち調査点 1，7
を代表として選び出し，その N値に基づき厚さ 1m
 
図-2 浦安市の FL値と深度の関係 
(a)浦安市役所，(b)高洲小学校 
 
表-2 浦安市の FL法とエネルギー法の比較 
(a)浦安市役所，(b)高洲小学校 
 
 
 
図-3 浦安地盤での FL値とエネルギー比 WH/Eufの関係 
 
  
 
の水平要素に切り分けた地盤モデルを作成した． 
等価線形解析に用いるせん断剛性 Gと減衰定数
D のひずみ依存性については式 (4)を用い， 
D0=0.02，Dmax=0.28，α=0.83，β=1.44 と設定した． 
5.2 FL法・エネルギー法による液状化判定 
図-5に調査点 1 と 7 での FL 法による液状化判
定結果をまとめて示している．rn=0.65 と rn=0.70
で FL値はほとんど変わらず，図中に示すように調
査点 1，7 ともにすべての深度で FL は 1.0 を大き
く上回りまったく液状化しない結果となった． 
表-3 には 2 調査点での FL 法とエネルギー法に
よる判定結果の比較を示している．両者の評価結
果は明確に分かれ，エネルギー法では液状化する
という判定結果になり，実際の液状化履歴とも整
合するのに対して，FL法は実挙動とは大きく反す
る判定結果が得られる．つまり，加速度は小さく
発生せん断応力は小さいが継続時間や周期成分か
らある程度大きなエネルギーを有する地震動が引
き起こす端野町のような液状化現象は，最大せん
断応力と応力低減係数による FL 法では評価しき
れず，エネルギー法に依らざるを得ないことを示
している． 
6．まとめ 
6.1 均質地盤モデル 
・ここで選んだ 4 つの地震動の範囲では，マグニ
チュードMに応じて応力低減係数 rnを調整した
FL 法とエネルギー法は大まかには整合する結果
を与える． 
・ただし，加速度は大きいがエネルギーは小さい
ような短周期が卓越する地震動で両者の食い違
いが目立つ．さらに，FL 法とエネルギー法で液
状化のしやすい深度が異なる． 
6.2 東北地方太平洋沖地震による千葉県浦安市 
・FL 法・エネルギー法ともに，浦安市役所と高洲
小学校の両地点ともに液状化する層が存在し，
後者の方が液状化の程度が前者より激しいこと
など，両方法の判定結果にはある程度整合が見
られる．また，均質地盤とは異なり，液状化し
やすい層の順序も両方法で大まかな対応関係が
認められる．  
・FL法・エネルギー法ともに埋立地ではない浦安
市役所でも液状化することになり，実際の液状化
挙動とは一致していない．この点を解決するには
砂質土に含まれる細粒土の塑性的性質の影響や
年代効果についてさらに検討が必要である． 
6.3 十勝沖地震による北見市端野町 
・FL法では液状化は全く生じず実際の液状化履歴
と反するのに対し，エネルギー法では浅い深度
から液状化する傾向が見られる．つまり，この
ような加速度は小さいがエネルギーは大きな地
震動については，エネルギー法による判定に依
らざるを得ないことを示している． 
 
<参考文献> 1)Davis, R. O. and Berrill, J. B.: Energy Dissipation and 
Seismic Liquefaction of Sands, Earthquake Engineering & Structural 
Dynamics, Vo.10, 1982, 59-68. 2) Tokimatsu, K. and Yoshimi, Y.: 
Empirical coorelation of soil liquefaction based on SPT N-value and 
fines content, Soils and Foundations, 23 (4), pp. 56-74, 1983. 3) 國生
剛治：エネルギーによる液状化判定法の適用性検討と FL 法との
対比，地盤工学ジャーナル，Vol.8, No.3, pp. 463-475, 2013. 3) 國
生剛治，本山隆一（1998）：等価線形解析の大ひずみレベルへの適
用の試み（せん断剛性比，減衰定数のひずみ依存性の定式化），第
26 回地盤工学研究発表会 5) 國生剛治：地震地盤動力学の基礎, 
鹿島出版, 2014． 6) Tsukamoto, Y. Ishihara, K. Kokusho, T. Hara, T. 
Tsutsumi, Y. : Fluidisation and subsidence of gently sloped farming 
fields reclaimed with volcanic soils during 2003 Tokachi-oki earthquake 
in Japan, Earthquake Geotechnical Case Histories for 
performance-based Desigh, pp. 109-118, 2009. 
 
図-4 北見市端野町の液状化対象地点概要 6) 
 
図-5 2つの調査点での FL値の深度分布 
(a)調査点 1，(b)調査点 7 
 
表-3 端野町の FL法とエネルギー法の比較 
(a)調査点 1，(b)調査点 7 
 
 
 
